
消費生活課

総務・企画調整担当

2935

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B52
生活科学センター運営費 総務費 県民費 消費者対策費 生活科学センター運営費

戦略項目

分野施策 010403 消費者被害の防止

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
使用料・手数料 諸 収 入

決定額 84,598 318 84,280 14,547

前年額 70,051 351 315 69,385

平成25年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

平成14年度～ 根 拠
法 令

消費者基本法、埼玉県民の消費生活の安定及び向上に関する
条例、埼玉県生活科学センター条例

　複雑多様化する消費者問題に対応できる「自立した消
費者」の育成が急務となっている。
　このため、生活科学センターを効率的・効果的に運営
し、消費生活に関する学習の支援、情報の提供等を行う
。
（１）その他管理運営費　　 41,606千円
（２）市町村新任担当者研修会　 40千円
（３）指定管理事業費　　　 42,952千円

（１）事業内容
　　ア　その他管理運営費（通年）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　41,606千円
        消費生活支援センターを円滑に運営するための施設、設備等の維持管理を行う。
　　イ　市町村新任担当者研修会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　40千円
　　　　市町村消費者行政の新任担当者を対象とした基礎的事項の研修会を実施する。
　　ウ　指定管理事業費（通年）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　42,952千円
　　　　民間の活力や柔軟な発想を生かし、これまで以上に利用者本位のサービスを提供し、効率的な管理運営の推進を
　　　図るため、指定管理者に生活科学センターの管理運営を委託する。

（２）事業計画

（３）事業効果
　　　年間12万人の県民に消費生活学習支援を実施

（４）その他
　　　生活科学センターの管理運営を指定管理者に委託する。

　(県10/10）

　9,500千円×0.5人＝4,750千円
  ・指定管理者導入に伴う人員削減（2.0人）

前年との
対比

― 県民生活部 B52 ―
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